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少 年法 の生成 期 は、おお むね20世紀 前半 であ り歴 史 はそれ ほ ど古 くはない。 スエーデ ンの児童福祉の
先覚者 とされ るエ レン ・ケイ(EllenKey、1849-1926)は、1899年に 「20世紀は児童の世紀である」 と
宣言 したので あ るが(EllenKGy,Barnetsarhandrade)、ち ょ うどこの年はア メリカのイ リノイ ス州 シ
カ ゴで 世界 では じめて の少 年裁判所 が誕生 しいてい る。 こんにちの少年法制 として、 もっ とも進歩 した
法制 を実施 してい る とい われ るデ ンマー クの少年 法は1905年に制 定 され 、イギ リスでは1908年に 「児童
法」(childAct)を制定 し、次いで フ ランス、、ベル ギー(1912年)、.スペイ ン(1918年)にそれ ぞれ少
年裁 判所 法が 実現 してい る。 ア メ リカの法学者 ロス コー ・パ ウン ド(RosscoePound,1870-1964)が「少
年法の 制定 は、マ グナ カル タ(1215年)が署名 され てい らいの司法領域におけ る最大の進展で ある」 と
表現 してい る よ うに、少年法 の制定 は伝統的 な司法に代わ り、個別化 され た司法{ifidividualized
justice)の原則 を開明に した点 で も革新的な内容 をもつ ものであ った。
しか し少年 法の誕生 は 、け っ して これ を絶対化 し、美化 しす ぎることがあって はな らない。少年法 の
誕 生は 一面 において罪 刑法 定主義の原則 を打 ち破 り、犯罪者 に介入 す ることので きる口実を与 える危険
性 が内在 してい るこ とに注 目しておか なけれ ばな らない。
☆法学部教授
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その具体的課題の第1は 、犯罪を法律的に判断するだけではなく、
犯罪人に着 目してこれに適切な処遇を加 えることによ り刑政の 目的を達成 しょうとす るものであ り、こ
の考え方 は、刑事法における 「保安処分1の 理論を生み出すにいたった。 ことに少年は可塑性に富むが
故に、教 育的な方法を加味 した個別的な処遇をすることが目的にかなっているものとする。いわゆる保
安処分の一種 としての非行少年への関与の課題がある。
第2は 、少年保護は、刑事法学的なものではなく、衡平法(エ クイティ)の 思想に由来す る福祉後見
的なものであるとする考えである。'「衡平法による国の親」(ParensPatriae)の,思想にこれを求める。
1899年には じめて制定されたイ リノイ州少年法は 「扶助を要する少年、放任されている少年および非行
のある少年の取扱 と制御を規制する」もの として制定され、伝統的な司法手続 によるのではなく、非形
式的な審判により社会福祉的に少年を守ることを第lH的 とし、身柄拘束などは副次的であるとし、 「保
護主義」にたつものである。 こんにちの少年審判および少年処遇の社会化の方向に理論的背景をもた ら
したものである。.
しか し実際の少年裁判は、 「少年保護制度は発明ではなく発展である」といわれるごとく、各国にお
ける慣習や制度の統廃合により発展 してきた。 こんにちの少年法制は、その最先端にあるとされるスエ
ーデ ンな どの北欧諸国の行政審判制度か ら、アメリカの少年裁判所 とそれ を継受 した 日本の家庭 裁判所
制度、 さらに国家体制を異にす る中国の少年法制など、まさに 「発明ではなく発展」の渦中にある。そ
のなかにあって、他の法制発展 とおなじく司法制度の国際化に伴い、単に国家的独 自性のみで非行少年
の扱 いを維持 していくことが不可能な状況にある。 い うまでもなく非行少年の扱いは、それ 自体が人権
問題 と不可分の関係にあり、また犯罪 ・非行の国際化の もとに、その国の伝統や慣習のみに依存 してい
てはならない ところに、こんにちのf非 行少年司法」がおかれている状況がある。
本稿 においては、こうした認識をもとに少年非行の司法改革が国際準則に もとついていかにあるかを
検討 し、 日本における少年の司法改革の方向づけを検討するものである。
1少 年司法と国際準則
少年司法の国際準則において、こんにちもっとも重要な位置にあるのが 「児童の権利に関する条約j
(子どもの権利条約)で ある。 日本はこの条約を1994年月22Bに発効 させた。もとより本条約は 「子 ど
も権利1一 般 に及ぶ ものであって非行少年の処遇に関 しては同条約の第37条およびtlO条の二か条だけで
ある。しか し本条約の理念は、①子 どもにとっての最善の利益が最優先 して考慮 されなければならない、
② 子どもは生命への固有の権利を有し、その生存 と発達を可能なかぎり確保すること(成長発達権の保
障)、 ③子 どもの養育 ・発達に対 し第1義 的に責任を負 うのは親である、の3点 に集約される。
その基本には、子 どもは、その権利の主体者であるが故に権利行使にあたってその主体 となるもので
ある、 とする原理が柱 となっている。子 どもが権利の主体であることを開明にしたのである。'この原理
は当然に非行少年の司法において も基本原理であ らねばならないことはい うまでもない。 とくに 「子 ど
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もの権利条約」'が制定(1989年)される前後の、1985年の国連総会で採択 されたf少 年司法運営に関す
る国連最低基準規則(北 京原則)」お よび1990の「自由を奪われた少年の保護に関する国連規則」、 「少
年非行の防止に関す る国連ガイ ドライン」(リ ヤ ド・ガイ ドライン)等 によって 「子 どもの権利の主体」
が闇明にされ、子 どもの権利条約はこれ らの国際準則 と一体となって解釈 されなくてはならないもの と
なっている。
日本はこのf子 どもの権利条約」をL990年に署名 しているが前述のごとく発効 したのはそれか ら4年
後の1994年であった。国内の法整備に時間を要 した とされている。批准にあたって問題 となった一つは、
厚生省(現 ・厚生労働省)の 管轄下にある教護院(現 ・児童自立支援施設)に おける 「準ずる教育」(児
童福祉法48条2項)については 「子 どもの権利条約」の 「教育を受ける権利」に抵触 してお り国会ではこ
の改善を付帯決議 としたが将来の課題 として残 され た。その関係 もあって1998年より教護院 は 「児童自
立支援施設」と名称 を替え、分校制の導入を積極化す ることで 「準ずる教育」 と 「子 どもの権利条約」
の矛盾を解消するもの としているが、現在の ところその抜本的な問題解決には至りていない。のみな ら
ず、この点については 一部の実務家に問題意識があるだけで多 くの 「子 どもの権利条約」の注釈専門家
たちも意識が及んでいない。 これは一例であるが、条約を批准 した とはいえ、国内法の整備はいぜん と
して不備のままである
現行少年法における問題点を論ずる前に、これ ら国際準則 との関係について略述 しておきたい。
まず条約37条は、 「死刑 ・拷問等の禁止、 自由を奪われた児童の扱い」 として刑罰、処遇、拘留に関
す る権利1呆障を規定 している。 この規定は北京ルール7条(基 本的権利)、13条(審判のための身柄拘
束)、17条(審判お よび処分の指導原理)に おいて詳細に規定 している。
条約39条は、 「被害者の回復および社会復帰」を規定 しているが、これに関 しては北京ルール24条(頻
繁かつ早期の条件付釈放)、 リヤ ド・ガイ ドライン全般において規定 している。
条約tlO条は、 「少年司法」の具体的手続にっいて規定 している。 ここでの 「少年司法」とは、刑事事
件としての 「少年司法]に 限定されるものではな く、北京ルール2条 の解釈から少年法3条 の触法少年
や虞犯少年に対する審判の対象者にも適用するもの と解釈 されている(沢登俊雄 ・比較少年法研究会 「少
年司法 と国際準則」16頁)。同条1項 では、児童が尊厳および価値 にっいて意識が促進 され るよ うな方
法で、児童が他の者の人権お よび基本的 自由を尊重することを強化 し、児童の社会復帰が促進 されるこ
とを配慮 した方法によ り扱われ る 「権利」を認めるとしている。 これ を受けて第2項では、(a)刑 法上
の不遡及の原則、(b)児 童の権利保障 としての、無罪の推定、被疑事実の告知、防御活動への援助、
審理の公正、保護者の立会、自白強要の禁止、承認尋問の権i利、上訴権、無料の通訳援助、・プライバシ
ーの保護等に関する適正手続規定を している。
2一 少年 法 と国 際準 則 ・.'"
わが国における現行少年法がこれらの国際準則に照らしてどのような位置にあるかを検討しなければ
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ならない。現行少年法は、第2次 世界大戦後、新憲法の施行に続いて1948年の国会に提出され、翌49年
1月1日 から施行 された。新憲法における人権の保障を重んずる精神に照 らして新設 された家庭裁判所
とともに鑑別所や調査官制度 を創設するなど科学主義を取 り入れた斬新 なものであった。、しか し他面で
新少年法は、新憲法 とともに生まれ た。その後における憲法の改正問題や憲法をめぐる諸問題 とも分野
こそ異なるとはいえ、歴史的には類似の運命をたどっている。
た とえば新憲法がアメリカの影響を強く受けていることは周知のところであり、そのことが同時に新
憲法の制定直後か ら改正論議の焦点の一つ となっている。同 じく新少年法 もアメリカの模範少年法を参
照 として制定され、そのことが同時に少年法改正の論点の一つ となっていることでも類似 している。
しか し結論的には、敗戦 とい う歴史的事実がなけれ ば、こんにちの憲法は もとより少年法 も実現 しな
かった点を重視 しなければならない。その少年法の基本理念が第1条 において 「少年の健全な育成を期
し」 と規定していることは、世界人権宣言および憲法の精神を継 ぐものであり、それは同時にここで検
討 したf子 どもの権利条約」の前文にも共通する理念であるのである。
ところが憲法改正の方向は、現実にはその精神がな し崩 し的に経過 していることはまぎれ もない事実
である。同 じく少年 法も実質的には改正を実現する前か ら実務的に手を加 え、2000年の部分改正ではつ
いに少年法の根幹 にも重大な影響のある改正を実現 した。少年司法改革の問題は、こんいちでは単に国
内法の問題に留まるものではなく、国際的な制約のもとにおかれている(高 野 雅 弘 「少年司法 と国際
法」NCCD22号10頁以下)。 とりわけ前述 した 「子 どもの権利条約」の批准は、 日本国内において条
約の制約 を受けることはい うまでもないところか ら、今回の少年法改正はこうした国際準則に則 して検
討 されなければな らない。
筆者は、これまでにも少年法の事実上の法によらない改正に対 し発言 してきた。それ らの課題は近年
の問題 に限定 して も、①f少 年審判の再審」(JCCD65号10頁以下)、②f保 護処分の多様化」(Law
Schoo139号)、③ 「少年事件処理要領の問題点」(明 大社会科学研究所紀要第34巻1号所収)等 であ
る。 これ らの諸問題については、ここで詳論する余裕はないが、なぜこのような少年法の理念に反する
改正に当局が執着す るのかを改めて検証 しておかなければならない。
その第1に 指摘され るのは1966年のアメ リカにおけるケン ト判決(Kentv.UnitedState)mおよび翌
年のゴール ド判決(lnreGault)において少年司法におけるデユー ・プロセスの強化 を明らかとした判
決を出 したことの日本への影響である。ただ しこの問題 に関して私は日本で紹介 されたような理解 をし
ていない(菊 田幸一 「ゴール ト判決と米国少年裁判所基準」ジュリス ト402号参照)。その主たる主張は、
これ らの一'連の判決は・ 「成人に与えられている手続 上の保障がない現状において、 さりとて少年 に対
する扶助や保護の措置 も十分でない」ことを同判決は問題 としたのであって、手続の保障を強化す るこ
とで少年法の本質 を阻害するこ とを求めたものではない。むろんアメリカにおいてもこの判決 を契機 と
して結果的には一 口で言えば保護主義優先の考えは後退 し、刑罰強化の変動 したことは事実である;し
か し、その変動が結果 としてもたらしたものは少年司法政策を単に遅延 させる要因となったことだけで
あることが証明 されつつある(菊 田幸一 「非行少年の司法政策および処遇に関する総合的検討」明大社
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会科学研究所年報第40号参照)。 ・'・ ・ 、
これの問題 の背景には、少年非行の凶悪化 と増加 とい う神話が根強 くある。'この点に関 してはアメリ
カと同 じくH本 でも共通 している。 しか し現実にはどうか。たとえばシュバルツ(Schwartz)は、彼の
著書{(ln)∫usticeforJuvenile,1989}でアメリカの世論調査では、国民の87パー セン トは少年が凶
悪犯罪の真っ直中にいると信 じてい るが、現実の少年による凶悪犯罪は恒常的に上昇 しつづ けているわ
けではない。少年の凶悪犯罪が誇張されすぎていることを統計的に指摘 している。
日本においても改正論議は 「凶悪犯罪が増え続けている」ことの認識が前提になっているが、実際に
は戦後の刑法犯少年検挙率は83年をピー クとして検挙数 ・人 口比 とも減少 を続けている。 とくに凶悪犯
罪は1971年以降、多少の変動はあるものの人 口比で1.0を下回 り2001年には0.74となっている(2002年犯
罪 白書)。 むろん後述するように突発的な事件が多発する社会的背景は否定できないが、 日本では、 こ
のよ うにアメリカにおける一連の少年司法手続規定の強化、および刑罰化 とその背景にある少年非行の
凶悪化 とい う根拠なき動きに相乗 りし、この機会に戦後の新少年法 の制定い らい根強 く続けてきた少年
審判への検察官関与を中心 とする少年法の改正を推 し進める根拠とするに至った。
それ らの変革は、現行少年法の理念に逆行する実務上の扱いの歴 史であった。これを 「子どもの権利
条約」 との関連で問題点を具体的に挙げれば、①簡易送致の拡大にみられ るような児童 ・少年への福祉
機能の後退、②条約37条(自由を奪われた児童の扱い)と の関係では、少年の身柄拘束について日本で
は、いぜ んとして成人 と同じ留置所の拘留 している現状がある。③児童 自立支援施設 ・少年院収容に伴
い義務教育の対象か ら収容少年が事実上阻害 される点に関 し、何 らの措置が講 じられていない。④その
他、2000年度の少年法改正は、いくつかの点で同条約に抵触する問題点がある。
3少 年法改正 と国際準則
2000年における少年法改正の主な点 は、第1に 、一定の犯罪にっいて検察官の関与を認めたこと、第
2に、検察官送致が可能な年齢を14歳に引下げたこと、第3に 、鑑別所での身柄拘束期間を延長 したこ
と、等である。 これ らの改正を念頭 におきなが ら少年司法の課題を検討する。
少年法改正の背景には、1997年から98年にかけて、14歳少年による神戸須磨事件や栃木の中学校教師
刺殺事件な どが多発 したことがある。 しかし前述のように少年犯罪は問題 となった1996年か ら98年にか
けては増加 したが、2000年における少年比は46.3%と前年に続いて50%を下回っているのである。2000
年の少年法改正は、このよ うに実態 とはかけ離れた一部政治家の勇み足の結果 とし七なされたものであ
った。改正点の問題 にっいて さらに検討す る。
そ もそ も、仮に少年非行が凶悪化 したとして も、それに対処する有効な手段は刑罰の強化ではない。
刑罰 への反動 として少年法が誕生 したものであることが想起 されなくてはならない。
問題 とすべき第1は 、現行少年法は、その 「審判は、懇切を旨とし、なごやかに、 これを行わなけれ
ばならない」(第22条)と していた。この審判の方式が少年裁判の特質を示 していた。 ところが今回の
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改正では、 これを後退 させ 「非行のある少年に対 し自己の非行について内省 を促す ものとしなければな
らない」の文言を附加 した。 ほんらい内省 とは自らの 自然発生的な性格のものであって外的圧力か ら生
まれるものではない。ま してや少年裁判所 とい う場において 「内省を促す」ことは条約の基本理念であ
る少年の 自らの生きる権利 を外的力で抑制するものに他な らず、根本的に条例 と相容れない姿勢を、わ
が少年法に鮮明に したものである。
第2に 問題 とすべきは、改正前は少年法第20条により事実上16歳以下の少年は検察官送致ができなか
ったが、今回の改正ではその制約がなくな り、事実上は14歳 以上の少年にっいての刑事処分が可能 と
なった。 さらに被害者が死亡 した事件 については検察官送致を義務付けるものとな った。これによって
義務教育年齢の少年に懲役 ・薬鍋が科せ られ ることとなった。そこで16歳に達するまでは保護処分であ
る少年院でこの刑の執行を可能とす る少年院法の改正がなされた。これ によって懲役 ・禁鋼 とい う刑罰
対象者を少年院に収容するとい う少年院その ものが刑罰の対象者を収容するとい う屋 上屋を重ねる不合
理な措置を実現す るに至った。
っま り対象少年も刑務所に収容することが理論的には可能なのである。 これは明 らかに条約37条に抵
触する。改正趣 旨か らは懲役 ・禁鋼の少年受刑者を(少 年)刑 務所ではなく、少年院に収容す るのであ
るか ら、その逆(保 護 処分対象者 を刑務所に収容す る)で はないので論理的に矛盾 しない との説明がな
され るかも知れない。 しか し少年院はい うまで もなく保護処分対象者の保護 ・教育施設であって、刑罰
対象者の服役 施設ではない。懲役 ・禁鋼の対象者が保護処分施設 に収容 され、そこで服役す ることは刑
罰 と保護 との区別をないが しろにす るものである。のみな らず論理以前の問題 として刑務所 と少年院 と
の違いは、単に前者が刑罰対象者である大人を収容する施設であ り、後者が保護対象者 としての少年 を
収容する施設であるといった年齢による区分があるだけの相違ではない。根本的にその 目的を異にす る
ものである。現にわが国では少年にも刑事処分が可能であり、その対象者は少年刑務所へ収容す るもの
となっている。そこでは、いわゆる刑務所 とは異なった処遇が予定されている。 当然に低年齢の少年 と
はいえ懲役 ・禁鋼受刑者は少年刑務所に収容すべきであるが、現実問題 として現在の少年刑務所 がこの
ような低年齢の少年を収容す る体制にないが故に少年院 に収容するとしたのであろうが、そこにいかに
も場当 り的措置であるかが伺 われる。少年院その ものがこのような、いわば思いつきの措置の場 とされ
てはならない ことは言 うまでもない。
第3は 、被害者死亡あるいは死刑もしくは無期等に当る罪に関 しては検察官関与を認 めた(少 年法22
条の2)。これに伴い検察官による高裁への抗告制度が新設 された(同 法32条の4)。この改正は一定の
犯罪 に関 しては検察官送致を義務付けすると同時 に、検察官による控訴権を確立 し、終局にいたるまで
行為の外形的重大さにより事件を処理することを目的 としたものであって少年法の理念か ら除外規定を
確立 したものである。.'、,
この検察官関与権は、旧少年法において18歳が少年年齢であったものが新少年法において20歳に引き
あげ られ、いわゆる全件送致主義が導入 され検察官関与が否定 されたことに対する巻き返 しとしてマ新
少年法の制定直後か ら少年年齢の引き下げ と(20歳を18歳へ)と ともに、っとに主張 されてきた課題で
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あった。今回の改正は前述のように刑事処分送致年齢を16歳か ら14歳へ引下るとい う、これまでの年齢
引き下げ問題 とは関係のない引き下げを実現 させたのであるが、それに同じて長年の懸案であつた検察
官関与を少年法に導入 し権限確立の足場 を組み立てることに成功 したのである。
このことは 「子 どもの権利条約」等の理念からはどうなのかを検討 しておく必要がある。条約が 「子
どもの最善の利益」を第1に 考慮するとの意味は、少年裁判の全過程そのものが 「子どもの最善の利益」
として考慮す ることを意味するものであって単に当該少年への処遇 とい う段階での考慮を意味するもの
ではない。むろん、その意味す る 「最善」の範囲には明確な枠組みがあるわけではない。あるいは刑罰
か保護かといった二者択一にとらえられ るものではな く、刑罰 も保護おも含めたものではある。問題は
非行少年に対処するに際 し、その少年の 「最善の利益」である。つまり当該非行への応報感情や報復感
情が少年の利 益に優先 してはな らないのである。 ところが今回の改正は犯罪行為の外形的 ・名 目的重 さ
を第一義的に判断 し、その者については少年法の理念を捨象 し、刑罰優先手段をとることを認めたもの
である。 これ は明らかに条約に違反 している。
もとより改正前の少年法においても18歳以上については死刑 を、16歳以上については懲役 ・禁鋼が可
能であって 日本の少年法は、ほんらい 「衣の下に鎧を着ている」と言われてきた。その鎧が単に表面化
した ものに過 ぎないとの指摘 となる。 しか し現行少年法は、いわば妥協の産物であるにしても、時代 と
ともに、あるべき少年法に接近することが歴史の進展である。具体的には、まず少年に対する死刑廃止
の適用を優先すべきであるとす るのは国際上の共通の認識である。その精神は少年法の全域にお よばな
ければな らない。そのような二あるべき姿を示 したのがf子 どもの権利条約∫である。 ところが今回の
改正は、ま さにこの条約に反旗 をひるがせたのである。
その具体的な問題点 として、第4に 取 り上げておきたいのは、観護措置 としての鑑別所収容期間は、
従来は最高でも4週 間を越えないものとされていたが、今回の改正で条件付なが ら最高8週 間までが可
能 となった(第17条4項)。観護措置の意義については論議のあるところが あるが、その 目的は少年の資
質 ・環境の調査にある。その意味で単に成人でい う未決拘留とは単純に同一 とするものではない。その
期間が最高で8週 間になったことは観護措置を自白偏重に利する危険性がある。観護措置は可能な限 り
これ を避け、家庭裁判所調査官による観護措置を有効に活用することが求められている中にあって、む
しろ長期収容を可能と した今回の改正は、家庭裁判所のケースワーク機能をますます遠 ざけるものとし
た。観護措置そのものの意義について根本的な見直しを迫 られる課題を提供 した ものといえる。結論か
らいえば戦後の新 しい制度 として少年裁判所に科学主義を導入 したとしてその柱の一つとされ てきた少
年鑑別所そのものが、その本質が骨抜 きにされたのも同然であることが指摘 されなければならない。
4少 年司法改革の展望
2000年度における少年法の改正は、頻発 したとされる少年による凶悪事件を契機 として国会での十分
な審議を経ず して可決 された。 しか し改正の動きは近年に限定してみても、1976年における法制審議会
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少年法部会による 「少年法改正についての答申」において検察官関与を求 めての権利強化を答申 してい
た し、保護処分の多様化のもとでの短期少年院や短期保護観察の制定が法律に基づかないで実務では先
行 していた。 さらに1999年に発表された 「少年審判における事実認定手続の一一層の適正化を図るための
少年法の整備等に関する要綱骨子」a(以下、単に要綱骨子)に おいても準備 されていた。
その意味においては実務的な事実の先行 を少年法の一部改正ということで形式 を整備 したにすぎない
との見方もできる。 しかし、その改正は、む しろ一部の非行少年への刑罰強化を主張する者への迎合 と
もい うべき、 きわめて政治的判断が先行 したものであった。今回の改正において、事実認定手続きに検
察官の関与 と抗告権を認め、検察官送致への年齢引き下げを実現 したことは、 「子 どもの権利条約」が
f子どもが社会に復帰 しおよび社会において建設的な役割 を担 うことがなるべく促進 されることを配慮
した方法により取 り扱われる権利を承認す る」(40条1項)とする原理 に逆行 した正反対の動きである。
条約の基本原理は 「児童に関す るすべての処置において、、児童の最善の利益が第一次的に考慮されなけ
ればならない」(第3条)こ とにある。その 「児童の最善の利益」は児童への尊厳の促進 ・回復 とい う手
段によることを開明に し、子 ども自体が権利の主体であることを原理 としているのである。 ところが今
回の改正は、戦後の半世紀以上にわた り積 み重ね られてきた少年法の基本精神に時代逆行の襖を打ち込
むものとなった。
この改正が現実の非行少年の司法分野において定着するものであるか否かは疑問視されている。 この
半世紀の間、家庭裁判所は戦後の少年非行に少年法の理念に沿い重要な役割を荷なってきた。その積み
重ねが単なる法条項の部分改正ですべてを転換 させるほど気弱いものではない。裁判の実務においてこ
のことが実証されている。われわれは、この事実を冷静に見守 る義務がある。
(きくた こういち)
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